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役  職： 副学長、地域政策プログラム・ディレクター 

専門分野： 地方自治論 

学  位： 1975 年東京大学法学部卒（法学士） 

略  歴： 1975 年自治省入省、1980 年和歌山県地方課長、1983 年国土庁地方都市整備課課長補佐、

1984 年自治省政治資金課課長補佐を経て、1988 年埼玉大学大学院政策科学研究科助教

授、1997 年本学助教授、2000 年本学教授、2011 年学長補佐、2013 年副学長（現在に至

る） 

 

１. 業 績（Ａ） 

（１） その他 

＊ Kiyotaka YOKOMICHI “Educational Decentralization in Thailand—Focusing on the Transfer of 

Schools to Local Government—”、「アジア諸国における地方分権―その総括と今後の展望

（第 4 回国際研究会報告書）第 2 部国際セミナー編」、2015 年 12 月、15 頁～33 頁 

＊ 金今善・横道清孝・大杉覚「韓国における地方自治と分権改革の動態」、「アジア諸国に

おける地方分権と地方自治〈第 2 分冊〉」（平成 23 年度～平成 26 年度科学研究費補助金

研究成果報告書）、2016 年 1 月、27 頁～65 頁 

 

２. 助成金等による研究 

＊ JICA 受託研究「東南アジア型組織経営モデル研究」研究代表者 

 

３. 教 育 

（１） 講 義 

＊ 地方行政論（春学期） 

＊ 地方行政特論（春学期） 

＊ GRIPS フォーラム（春、秋学期） 

＊ Perspectives of the World（秋、春学期） 

（２） 演 習 

＊ 政策法務演習 

＊ 地域政策企画演習 

＊ 地域政策分析演習 

＊ 政策課題研究 

（３） 論文指導 

＊ Two-year Master’s Program of Public Policy (MP2)：修士課程 1 名（主指導） 

＊ Young Leaders Program：修士課程 1 名（主指導、学位取得） 

＊ 地域政策プログラム：修士課程 3 名（主指導、学位取得） 

＊ 公共政策プログラム：博士課程 2 名（副指導、うち 1 名学位取得） 

（４） 研修事業 

＊ タイ副知事研修（PPLA 研修） 



委託元：内務省 

研修期間：2015 年 4 月 20 日～29 日 

受講者数：10 名 

役割：講師 

＊ タイ KPI 研修（遠隔システム活用） 

委託元：KPI（King Prajadhipok’s Institute） 

研修期間：2015 年 9 月 8 日 

受講者数：30 名 

役割：講師 

＊ タイ公共管理及びリーダーシップ開発研修プログラム（PMLTP） 

委託元：タイ人事委員会 

研修期間：2015 年 5 月 17 日～30 日 

受講者数：16 名 

役割：講義 

＊ ベトナム副大臣研修 

委託元：ベトナム共産党 

研修期間：2015 年 4 月 5 日～12 日 

受講者数：13 名 

役割：地方視察同行 

＊ ベトナム幹部中期研修① 

委託元：ベトナム共産党 

研修期間：2015 年 4 月 2 日～6 月 30 日 

受講者数：5 名 

役割：企画運営補佐、講義・論文指導、訪問先同行 

＊ ベトナム幹部中期研修② 

委託元：ベトナム共産党 

研修期間：2015 年 10 月 1 日～12 月 26 日 

受講者数：3 名 

役割：企画運営補佐、講義・論文指導、訪問先同行 

＊ ベトナム国防省研修 

委託元：ベトナム共産党 

研修期間：2015 年 6 月 1 日～13 日 

受講者数：20 名 

役割：講義 

＊ フィリピンバンサモロ研修 

委託元：JICA（国際協力機構） 

研修期間：2015 年 7 月 6 日～13 日 

受講者数：14 名 

役割：企画運営責任者、講師、地方視察同行 

＊ マレーシア中間管理職研修 

委託元：公益財団法人太平洋人材交流センター 



研修期間：2015 年 9 月 4 日 

受講者：15 名 

役割：講師 

＊ マレーシア初任行政官研修 

委託元：公益財団法人太平洋人材交流センター 

研修期間：2015 年 11 月 9 日 

受講者：19 名 

役割：講師 

＊ インドネシア大統領補佐官研修 

委託元：JICA（国際協力機構） 

研修期間：2015 年 7 月 6 日～17 日 

受講者：2 名 

役割：講義 

＊ 地域コミュニティの政策イノベーション能力開発研修（直轄実施） 

研修期間：2015 年 8 月 22 日～9 月 2 日 

受講者：24 名 

役割：課題発表会参加 

（５） その他 

＊ SPRI（Strategic Policy Research and Innovation）プログラムの総括責任者 

＊ ベトナム NAPA（National Academy of Public Administration）公共政策大学院プログラム

策定支援（JICA 受託プロジェクト）の総括責任者 

 

４. 管理・運営への関与 

（１） 委員会 

＊ 役員会 

＊ 経営評議会 

＊ 研究教育評議会 

＊ 学長選考会議 

＊ 企画懇談会 

＊ 教員人事委員会 

＊ 修士課程委員会 

＊ グローバルリーダー育成センター運営委員会 

＊ プログラム推進費予算配分検討委員会 

＊ 衛生委員会 

＊ 会計委員会 

＊ 国際交流会館等運営委員会 

＊ 疫学倫理審査委員会 

＊ 利益相反マネジメント委員会 

＊ 知的環境保全委員会委員長 

＊ GRIPS フォーラム運営委員会 

＊ 教員業績評価委員会 



＊ 政策研究院参議会 

＊ リーディング大学院運営委員会 

＊ 学術機関リポジトリ委員会 

＊ スペースマネジメント委員会 

＊ 中長期的な施設整備の在り方についての検討委員会 

＊ 不正防止計画推進室 

＊ YLP 外部評価委員 

＊ プログラム改革推進本部 

＊ 第 3 期中期目標・計画検討 WG 

＊ Center for Professional Communication (CPC) 運営委員会 

＊ コンサルタント選定委員会 

＊ 仕様策定委員会 

＊ 人口減少・少子高齢化に対応した地域の政策形成に関する研究会 

＊ 近未来の農業・農村のあり方研究会 

（２） タスクフォース 

＊ 大学評価タスクフォース 

＊ リーディング大学院タスクフォース 

＊ IAC タスクフォース 

 国内プログラム改革関係 

 Center for Professional Communication (CPC)設立関係 

 コンソーシアム発展関係 

（３） その他 

＊ 地域政策プログラム・ディレクター 

＊ 防災・復興・危機管理プログラム・コミティー 

＊ GRIPS Global Governance Program (G-cube) Committee 

＊ Young Leaders Program (YLP) Committee 

 

５. 社会的貢献（Ａ） 

（１） 国および地方公共団体における審議会等の活動 

＊ 総務省：過疎問題懇談会委員 

＊ 総務省：自治大学校施設管理・運営業務に係る評価委員会委員 

＊ 総務省：集落ネットワーク圏を担う人材の確保とつながりの構築に関する研究会委員 

＊ 福島県：行財政改革推進委員会委員長 

＊ 埼玉県：地方独立行政法人評価委員会委員長 

＊ 西東京市：行財政改革推進委員会委員長 

＊ 西東京市：個人情報保護審議会委員 

＊ 春日部市：公共施設マネジメント基本計画策定審議会会長 

＊ 周南市：市政アドバイザー 

（２） 他大学・研究所等における活動 

＊ 韓国地方行政研究院（KRILA）との連携により日韓地方自治制度研究会を開催 

 第 11 回 2015 年 6 月 3 日：於 韓国水原市 



 第 12 回 2014 年 10 月 14 日：於 香川県高松市 

＊ 中国復旦大学と連携して日中韓の研究会を開催：2015 年 10 月 29 日、於上海 

（３） 財団法人等における活動 

＊ 公益財団法人 日本都市センター理事 

＊ 公益財団法人 日本都市センター：都市自治制度研究会座長 

＊ 全国市長会・公益財団法人 日本都市センター：都市分権政策センター共同代表 

＊ 一般財団法人 自治総合センター：宝くじ資金審議委員会会長 

＊ 一般財団法人 地域総合整備財団：指定管理者実務研究会委員 

＊ 全国市議会議長会：議会のあり方研究会副座長 

（４） 学会等における活動 

＊ 日本行政学会 

＊ 日本自治学会 

（５） その他 

＊ さいたま市：「学生政策提案フォーラム in さいたま」審査委員長 

 

６. 社会的貢献（Ｂ） 

（１） ジャーナリズムを通じた発言 

① 活字メディア 

＊ 「公共施設等総合管理計画と地方議会」、自治日報（週刊）、2015 年 10 月 23 日、3 面 

＊ 「自治体の地方創生総合戦略をめぐって」、土地総研メールマガジン第 36 号「今月の窓」、

2015 年 10 月 30 日 

＊ （インタビュー）「平成の大合併（争論）」、共同通信配信（2015 年 5 月から 6 月にかけ

て、岩手日報、山形新聞、秋田さきがけ、佐賀新聞、中國新聞、高知新聞及び山陰中央

新報等に掲載） 

（２） 講演会，座談会，会議出席 

① 講演 

＊ CLAIR 日本・タイ地方行政セミナー「日本における地方制度改革と市町村合併」（於：

バンコク、2015 年 5 月 18 日） 

＊ 一般財団法人電源地域振興センター「自治体間連携のあり方」、2015 年 8 月 21 日 

＊ 西東京市議員研修会「地方議会のあり方研究会の報告について」、2015 年 11 月 6 日 

＊ 横浜市大都市制度研究会「今後の大都市制度のあり方」、2016 年 1 月 28 日 

＊ 全国市議会事務局職員研修会「議会改革の方向性について」、2016 年 1 月 29 日 

＊ 愛知県「広域課題研究運営事業」講演会で講演「今後の自治体経営のあり方～広域連携

の視点から～」、2016 年 2 月 1 日 

（３） その他 

＊ 愛媛県、徳島県、福井県等の自治体研修所において講師を務めた。 


